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c. and Gurr， D. : xvii) ，現在も続けられている。
筆者の一人は，2016年8月9日に， ISSPPの王
要メンバーであるガー (Gurr，D.) とドライス
デール (Drysdale，し) (共にメルボルン大学)
に面会した。そして， ISSPPが，ノッティンガ
ム大学のデイ (Day，C.)をリーダーとして，今
なお積極的に活動していることを確認した。
ISSPPの初発の問いは， r児童生徒が学校教
育から最良の経験を得られるためには，校長が
学校を導くにあたり，何が校長の成功に貢献す
るのかJ(Moos，し， Johansson， O. and Day， C.， 
2011 : 1)であった。このプロジェクトの代表
的な研究成果は2つある。 lつは，ムース，ジ
ョハンソン，デイ (Moos，L.， Johansson， O. and 
Day， C.)編『どのように校長は成功を維持する
のか一国際的視野j(How School Principals 
Sustain Success over Time: International 
Perspectives， Springer， 2011)である。もう l
つは，デイ，ガー (Day，C. and Gurr， D.)編
『学校を成功に導くーフィールドからのストーリ
-j (Leading Schools SuccessfuHy， Routledge， 
2014)である。 ISSPPの研究では，事例研究が
中心に位置づけられ，成功した校長の特徴を見
出す方法がとられている (Moos，L.， Johansson， 
O. and Day， C.， 2011 : 2-3)。
筆者は， ISSPPにヒントを得て，事例研究を
調査法の軸に設定し，成功した校長jを鍵概念
として共同研究を進めている口研究課題は，
r成功した校長jの国際比較研究ーオーストラ
リア・ニュージーランド・日本を対象に-J(平
1.問題の所在
(1)研究の目的
これまで，校長を主題に冠した研究は数多く
著されてきた。校長は言うまでもなく学校経営
の責任者であり，今日的に言えばリーダーであ
る。その重要性を鑑み，国内外を間わず，学校
経営学や教育経営学の中心的な研究主題の Iつ
に位置づけられてきた。ただし，校長研究と言
っても，校長の役割，歴史，法制，意識，リー
ダーシップ，人事，研修，力量，専門職基準な
ど様々な主題が存在する(小島 2004-: 18-19) 
(自本教育経営学会実践推進委員会 2015)。
海外でも，呂本と同様，校長研究には多株な
アプローチが存在するが，その視点の lつとし
て， r成功した校長J(Successful Principal)の
存在を指摘できる。「成功した校長jの研究は，
後述のように，海:外で精力的に進められてきた
が，管見の限り，呂本ではまったく論及されて
こなかった。
f成功した校長j研究の中心的な組織は f成功
した学校の校長職に関する国際的プロジェクトj
(International Successful School Principalship 
Project (以下， ISSPPと略))である。このプ
ロジェクトは， 8か国の研究者によって2001年
に開始された (Moos，L.， Johansson， O. and 
Day， C.， 2011 : 1)。以降，研究は発展し (Day，
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的高芽研究))である。この共同研究は，オース
トラワア，ニュージーランド，日本を対象とし
て， i成功した校長jが，①どのような力量を持
っているのか，②その力量はどのように形成さ
れたのか，を解明することを意図している。そ
して，各自の比較分析を通して， i成功した校
長Jの力量と力量形成過程を構造化し，今後の
校長力量形成の方策のための示唆を得ることを
試みる。本共同研究で「成功した校長」は，公
立学校等において，児童生徒の教育成果(学習
面・生活面)を改善した校長を意味する。社会
全体でグローパル化が進む今日， i成功した校
長」は，各国の文化的・制度的相違を越えて，
共通の力量と力量形成過程を持っているのかD
逆に，各国独自の特徴が際立っているのか，各
宙開でお互いに学び合う点はあるのか等を，本
研究で解明したいと考えている。
なお，筆者は， ISSPPのメンバーになってい
るわけではない。そのため 私たちの研究方法
とISSPPの研究方法がすべて一致するわけでも
ない。オーストラリアやニュージーランドと比
べた時，校長の裁量の少なさや一校当たりの勤
務期間の短さなど，校長職の日本的文脈もある
ため，日本における調査法の創意性も必要であ
ると考えた。しかしながら，同じ「成功した校
長」概念に着自するため， ISSPPの主要な研究
者とも適宜連絡を取りつつ，研究を進めていき
たいと考えている。
本共同研究は， i成功した校長J概念に着毘す
ることによって，国際的に研究成果を発表・交
流することも意図している。言いかえれば，学
校経営研究・教育経営研究の国際的対話の方途
を開くことを試みる。特に，日本の状況の発信，
オーストラリアやニュージーランドの;1犬;兄治宝日
本との比較によってどのように再定位されるか，
等は国際的な関心を持たれると忠う。
閣内の既存の研究に限定すると， i成功した校
長」概念を使用した調査研究は行われていない。
つまり， i成功J概念が校長研究，学校経営研究
の主題に位置づけられることはなかったのであ
る。これは，日本で，学校改善，学校の効果，
学校の自律性といった概念が注iヨされてきたこ
とを考えると，意外な事実である D 現場の校長
は，失敗よりも成功を希求しているであろうこ
とは想像に難くない。また，日々問題が発生す
る学校で， i自分の学校経営は適切かJiうまく
やるための道標はないかjと自問自答している
校長も多いだろう。とすれば， i成功」が研究概
念として設定されてもよかったのではないだろ
うか。
共同研究 i成功した校長」の国際比較研究ー
オーストラリア・ニュージーランド・日本を対
象にを開始するにあたり，まずは，先行研
究を検討しておく必要がある。ところが， i成功
した校長jに関する海外の先行研究の動向と学
術的知見の様相は，日本では明らかにされてい
ない。したがって，当然， i成功した校長Jの観
点から日本の既存の部究を検討した論考も見当
たらない。つまり， i成功した校長jの観点から
の文献研究は，日本では存在しないのである。
そこで，本論は， i成功した校長Jに関する研
究の動向を解明し，到達点と今後の研究課題を
考察することを目的とする。その際，特に，
2000年代以降から現在を主な射程とし，海外と
j車内の関連する先行研究を検討の対象とする。
以下では，第一に，海外の f成功した校長jに
関する先行研:究の検討を行う。第二に，圏内の
校長研究のうち， i成功した校長j研究に多少な
りとも関連する研究一間接的に類似する研究や
参考となる研究を含むーを取り上げて，日本に
おける議論の展開を検討-する。最後に海外と国
内の研究動向を比較し，両国の共通点と相違点
を指摘する。その上で |成功した校長Jに関す
る研究の到達点と課題を考察する。
(2)既存の校長研究レビューと本論の研究設問
小島は「校長に関する研究は，これまで主と
して資質能力，選考・任用，研修に焦点づけら
れて行われてきたが，大学院での養成という問
題意識に立った養成制度の改革やそれに必要な
プログラムの開発の研究にはつながっていかな
かった。J(小島 2004: 19) と述べている。 川
上は「校長や教頭(学校管理職)についても，
彼らに必要とされる f力量Jの内実がどのよう
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なものかが検討されてきた。具体的には，学校
管理職(特に校長)の職務内容全般から管理職
として f形成すべき力量』を抽出し，教員の期
待と校長の意識を比較した研究(小高-浜田・
片桐 1991)や，人事担当者と校長の意識を比
較している研究(元兼 2003)があげられる。
また，経営的力量をテクニカル・スキル，ヒュ
ーマン・スキル，コンセプチュアル・スキルの三
種類に分類し，教師の経営的力量に関する変化
モデルを提示した研究もある(照東 1994)J (JI 
上 2013: 30) と述べている。
このように既存の校長研究レビューでは，大
まかな動向を著すに留まっている。既存のレピ
ューで挙げられた論考(例えば，元兼 2003)， 
あるいは，その他の重要な図書(淵上 2002，
北神・高橋 2007) を概観すると，質問紙調査
を行い，そこから校長に必要な力量を措定する
という方法がとられている。女性校長研究(河
野・村松 2011)では，質問紙調査とインタビ
ュー調査が併用されているが，学校を単位とし
た事例研究ではない。つまり，日本の既存の校
長研究では，一般化志向の特性が存在する。
ここから， ，成功した校長Jに関する研究がE
本で行われてこなかった Iつの理由が分かる。
すなわち，校長研究においては，広く言って，
一般化志向の方法が強く意識されてきたのであ
る。「成功した校長」研究は， ISSPPの研究を
見ても，事例研究を方法として中心にしている。
学校を単位とした校長の事例研究を積み重ねて，
成功した校長に関する何らかの知見を見出そう
とする(具体性を重視しつつ，ある種の法則性
を少しずつ採る)方法は， 日本の校長研究では
着想されてこなかったD だが，学校研究では事
例研究は存在する(志水 2009，石井 2014)。
教師研究でもライフストーリ一法を用いた個別
事例研究は行われている(高井良 2015)。校長
は学校の要であり，学校を単位とした事例研究
によって新たに解明できる部分は大きいのでは
ないだろうか。
本論では，事例研究を中心とする「成功した
校長j研究が海外でこれまでどのように行われ
てきたのか，日本ではどのような校長研究が行
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われてきたのか(，成功した校長研究jはまった
く無かったのか，類似の研究はあるのか，学校
を単位とした校長事例研究はどれだけあったの
か)といった観点から，海外と日本の校長研究
をレビューする。具体的には，下記のような研
究設関(リサーチ・クェスチョン)を設定する。
〈海外の研究〉
①海外における成功した校長研究は， 2000年代
と2010年代に，どのように展開してきたのか。
①成功した校長研究の到達点と今後の研究課題
は{可か。
①成功した校長研究は，研究の内容の観点から
見て，どのような特徴と傾向を持っか。
④成功した校長研究は，研究の方法の観点から
見て，どのような特徴と傾向を持っか。
①成功しなかった校長の研究はあるか。
〈日本の研究〉
①日本における校長研究は， 2000年代と2010年
代に，どのように展開してきたのか。
②B本の校長研究の到達点と今後の研究課題は
何か。
③E本の校長研究は，研究の内容の観点から見
て，どのような特徴と傾向を持っか。
④日本の校長研究は，研究の方法の観点から見
て，どのような特徴と傾向を持っか。
①成功しなかった校長の研究はあるか。
これらの研究設問に答えることによって，校
長研究の動向が「成功した校長j概念の観点か
ら明らかになり，今後の研究の礎になるだろう。
2.海外における研究
海外における「成功した校長jに関する先行
研究を整理するにあたり，先行研究の検索には
ERIC (Educational Research Information 
Center)を使用した(九，SuccessfulPrincipaU 
を検索ワードとして検出された論考等は1，370件
でありベ本論ではこれらの論考等を「成功し
た校長jに関する先行研究と捉え，分析の対象
とした。限定的な分析対象ではあるが， ，成功し
た校長jに関するある程度の研究動向を把握で
きればと考える。
2000年代の動向
先行研究として，まず本論の着想の契機とな
っている ISSPPの一連の研究が挙げられるヘ
既述の通り，伺国際プロジェクトは2001年に 8
カ国の研究者によって開始され(ぺ現在は25カ
国の研究者が参加する非常に大規模なものであ
る(ヘ l可思際プロジェクトでは，研究の視点と
して以下の3点が挙げられている。第一に，成
功した校長はどのようなものかである。 成功し
た校長の特徴，価値，戦1ft告や実践はどのような
ものか，それらがお互いにどのように影響し合
い，またそれらが他の学校とどのように異なる
のかという視点である。第二に，成果の低い学
校を対象とした比較である。社会経済的環境は
高いが成果の低い学校と社会経済的環境は貧し
く成果も低い学校を比較するという視点である。
そして第三に，校長のアイデンティティである。
校長自身が校長の役割機能をどのように自覚し
ているかという視点である。
デイ (Day，C.， 2005)は，過去15年の開にイ
ングランドの学校はアカウンタピリテイが求め
られるようになり，校長の意思決定がより重要
になったことを指摘した上で，成功した校長は，
強固な中心舗値，信念，信頼，レジリエンス
(resi1ience)等が備わっていることが特徴であ
ることを校長へのインタピュー調査を通じて明
らかにしている。ガー (Gurr，D. et a1.， 2005， 
2006)は，オーストラリアの異なる 2つの州の
学校(タスマニア州 5校， ピクトリア州:9 
校，間列、!ともに初等・中等学校を含む)の14名
の校長を対象に調査を実施し，異なるナHにおい
ても成功した校長の特徴等は類似しており，誠
実さ，社交性，高いコミュニケーションスキル，
柔軟性，等が挙げられることを明らかにしてい
る。ウォン (Wong，K.， 2005)は，上海の成果
の高い学校と成果の低い学校という対象的な学
校を調査対象とし，成果の高い学校長は，スポ
ーツと音楽に力を入れることで学校改善を留っ
たことを明らかにしている。そして，児童生徒
に成功体験を継続的に経験させ続けること，そ
うした仕組みを構築できることが成功する校長
に備わる資質であると指摘している。同様にア
ランら (Allaロ， W. and Clive， D.， 2006)は，香
港において成功した校長の特徴等を明らかにし
ている。
こうした各国での調査を基盤とした成功した
校長研究は，多くが学会ジャーナルにおいて発
表されているが，それらを整理する形で， 2007 
年にデイとレイスウッド (Day，C. and Leithwood， 
K.)によって f変化の時代における成功した校
長のリーダーシップj(Successful Principal 
Leadership in Times of Change)が刊行され
た。 i司書は， 7カ国の成功した校長の事例分析
が収められており，成功した校長の特徴等とし
て， I学校の進むべき方向の決定JI教職員の職
能開発JI学校の改善と発展JI指導計画のマネ
ジメントjが挙げられることを指摘している。
一方， ISSPP以外の研究としては，スタンフ
ォード大学教育リーダーシップ機構 (Stanford
Educational Leadership Institute)が2003年か
ら展開した「学校リーダーシップ研究一成功校
長の開発J(The Scho01 Leadership Study: 
Deve10pment Successfu1 Principals)がある。同
研究は， Iよいリーダーシップに不可欠な要素は
何かJi校長任用前と任用後の効果的なリーダー
シッププログラムはどのようなものかJIよいプ
ログラムを維持するために必要なガパナンスと
財政の在り方はどのようなものか」という課題
のもとに，アメリカ国内で実施されている 8つ
の校長研修等を分析し，成功した校長像の明確
化と効果的な研修システムの構築を企図したも
のであるo 3つの報告書が刊行され(6) Iよりリ
ーダーシップのために不可欠な要素 I効果的な
プログラムデザインJi高い質のリーダーシップ
を発展するための方法JI政策の変革と財政Jが
示されている。
ジョンソンら Oohnson，B. and Fauske， ].， 
2000) は，アメリカの18人の成功した校長を
調査し，成功した校長の学校内外の環境の特
徴を描いている。クレインら (K1ein.，J. and 
Wasserstein-Warnet， M.， 2000)は，自身の行
動の核となる考え方が経験によってどのように
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変化するのかを主題にイスラエルにおいて112
人の校長に調査を実施し，成功した校長は自身
の考えの核となるものを有していることを指摘
している。
ストレシュリーら (Streshly，W. A. and Gray， 
S. P.， 2008)は，成功した校長はどのように学
校経営を行っているのかを検討し現状のリー
ダーシッププログラムを改善することを呂的と
して，全米学校管理職スタンダー (Interstate
Scho01 Leadership Licensure Consortium : 
ISLLC) を参照しながら 6人の成功した校長へ
のインタどュー調査を実施し，その実践を分析
している。また，プレイズら (Blase.，J and 
B1ase. ].， 2001) の研究や，シュメーカーら
(Schumaker， D. R. and Sommers， W. A.， 2001) 
のように，校長経験者による学校経営手法を示
した実務書も確認することができる。
tJ、上のように， 2000年代の先行研究は，成功
した校長はどのような特鍛等を有しているのか，
どのような要素が認められるのか，インタビュ
ー調査等の質的研究手法を採用しながら，実態
に却して分析することに主眼を置いた研究が多
いことが指摘できる。学校改善にいかすため，
あるいは現状の研修プログラム等への反映のた
めに展開された研究もみられる。他方， 2007年
前後から ISSPPが第二段階に入ったこともあ
り，こうした各国，各地域において個別的な研
究が展開される中で， 2010年代に向けて，それ
らを包括的に分析しょっとする動きが出てきた
こともまた確認しておきたい。
(2) 2010年代の動向
ISSPPは，研究開始から 5年前後が経過した
後， 1度調査対象として訪問した学校に再度訪
問調査を実施している。同じ学校，伺じ校長を
研究対象として分析することによって，当該校
の経年的変化や校長の手だて等の有効性を検証
するため，また成功した状態が継続されている
かを確認するためである。そして，その中から
成功した校長をさらに精選し，研究を継続して
いくこととしている。成功した校長は，①学校
の学力テスト等の成績がよいこと，②学校に対
する外部からの評価(第三者評価等)がよいこ
とへ③校長がリーダーとして教職員から信頼
されていること，という視点から選定されてい
る。
ISSPPは，書籍だけでなく，研究成果として
ジャーナルで特集を組み，刊行している。例え
ば， 2007年に刊行された『教育行政の国際研究j
(Internationa1 Studies in Educational adminis-
tration)第35巻第3号においては，ジエイコブ
ソンら(Jacobson，S.， and Day， C.)によって方
法論や各国の概要が説明された後，アメリカ
(Giles， C.)，オーストラリア (Gurr，D. et a1.)， 
ノルウェー (Moller，]. and Vedoy， G.)等の各
密事例が分析されている口これらは， ISSPP 開
始当初に研究対象とした学校や校長に再訪問
を行い，それらの分析結果を踏まえた研究成
果である。加えて， I司ジャーナルには， r各国の
事例だけでなく，各菌に通底する成功した校
長の文脈をどのように解明することができるかJ
(Ylimaki， R.M.， 2007: 1) という課題のもと， 3 
か国の成功した校長の特徴を比較検討する試み
がなされている (Crow，G.)。すなわち，各留の
成功した校長の事例分析を継続的に実施するこ
とで橋般化を図りながら，同時に，多田間での
比較検討を行うことで成功した校長の特徴等の
一般化を検討-していると理解できょう。
デイ (Day，C.， 2007)は， ISSPPにおいてす
でに 6年以上研究を続け，当初から参加してい
る8か国において64人の校長からデータを得て
いることを指摘した上で 8か国の成功した校
長の共通点と棺違点を分析し， 5つの観点(①
情熱13~ な関わりと個人のアカウンタピリティの
維持，②緊張とジレンマの管理と道徳的目的の
維持，③多様なリーダーシップと学習の重点化，
④感情的な対応と合理的な投資，③他者との関
係と関わりの重視)を明らかにしている。この
5つの観点は，国の教育制度や状況等に応じて
「-0一一
強調される部分が異なるとしているが，横断的
な分析を展開している点は興味深く捉えること
ができる。
ムースら (Moos，L. et a1.， 2008)は，各国の
中央政府，地方政府の仕組みゃ影響を考慮した
上で， 8 か I~の成功した校長を比較検討してい
る。とりわけ，アカウンタピリテイの在り方が
校長に影響を与えることを指摘し，校長自身が
どの程度意思決定を行うことができるかに着目
している。
コ『リマキら (Ylimaki，R. M. et al.， 2007)は，
貧留地域の学校を対象に，アメリカ(4.，交)，オ
ーストラリア(4校)，イングランド(5校)の
計13校の校長の特彼等を比較検討し，各国にお
いて同様のリーダーシップが必要とされている
ことを明らかにしている。
こうした国際比較分析は， 2011年に刊行され
たムースら (Moos，L.， Johansson， O. and Day， 
C.， 2011) による『どのように校長は成功を維
持するのか一国際的視野jとユリマキとジエイ
コブソン (Yulimaki，R. M. and Jacobuson， S.， 
2011) による『アメリカと他国の政策，実践，
そして準備j(US and Cross-National Polices， 
Practices and Preparation)に整理される。前者
は，成功を維持するために，診断的視点，洞察
力，他者の感情理解，自己省察的コミュニケー
ション等，多様な力量が求められることを明ら
かにしている。後者は，校長の言動には各国の
制度や地域状況が反映されること，学校内の多
4栄な場面で 1)ーダーシップが必要とされること，
学習達成度の向上やアカウンタピリティが不可
欠であること，仕事と私生活の相互関係が重要
であること，等を明らかにしている。
一方，国別の成功した校長に関する研究は継
続されており，とりわけ ISSPPに途中から参加
した留においては，自由での成功した校長の特
徴等を実態から分析する研究が展開されている。
例えばニュージーランドにおいては，ノットマ
ン (Notman，R.， 2011) によって，同国におけ
る成功した校長の詳縮な実践検討が刊行されて
いる。ミハラク (Michalal王， ].， 2009)は，ポー
ランドの都市部の学校に焦点をあて， 36校の校
長からのインタビュー調査をもとに，成功した
校長の特徴等として，①方向性や明確な目標の
設定，②教職員の職能開発の促進，①組織開発
と学校文化の変革，を挙げているo
ISSPP開始当初に訪問した学校への再訪問
を通じた再分析も継続されている。モラーら
(Moller， J.et al.， 2009)は， 2004年に訪問した
ノルウェーのお校を対象に，再度訪問調査を実
施することで，成功した状態が維持されている
か，変化があるかについて分析を行っている。
前田の調査とおおよそ問じ学校経営状態を見出
せたが，校長のリーダーシップの在り方に変化
があることを確認している口同研究は，学校に
おいて常に改善を志向し，教育・学習活動をよ
りよいものにしようとすれば，校長自身の課題
に対するアプローチの方法が変化し，結果とし
て経営行動に変化が51き起こされると結論づけ
ている。
同様にドライスデールら (Drysdale，L. et al.， 
2009) も，オーストラリアにおける以前に調査
対象とした学校に再訪問し，再分析することで，
学校をよりよいものにしていくために (lgoodJ
から IgreatJへ)は，新しいリーダーシップの
在り方が常に模索され続ける必要があることを
指摘している。
こうした研究開始当初に訪問した対象校や校
長に対する再調査，再分析は，デイら (Day，C.
and Gurr， D.， 2014) によって『学校を成功に導
くーフィールドからのストーリー』に整理され，
刊行されている。これまでの調査と分析を踏ま
え，改めて fどうして校長になったのかJI校長
職をどのように捉えているかJI仕事の満足や個
人的な貢献はどのようなものかJIなぜ，どのよ
うに他の学校や地域社会と関係を築き，あるい
は差別化していくのかJli守来への期待と見通し
をどう認識しているかJ等について検討するこ
とを主眼としており 各国の事例を再分析する
ことで，改めて各国の成功した校長換を析出し
ている。
(3) まとめ一研究設問に関する考察一
以上の2000年代から2010年代にわたる海外の
成功した校長に関する研究の検討を踏まえて，
研究設問に対する考察を行いたい。
①海外における成功した校長研究は， 2000年代
と2010年代に，どのように展開してきたのか
成功した校長に関する研究は，これまで校長
経験者が執筆した実務書や各地域や国レベルで，
あるいは他人研究者レベルで展開されているも
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のは石在認できた。そのような中で， ISSPPはこ
れまでの研究を包括するような位置づけが与え
られる研究として認識することができる。
2001年に着手された ISSPPは， 2000年代に
おいては，主に参加各国の実態や国内での成功
した校長の実例の分析とデータ収集に主眼が置
かれていた。分析対-象を複数校や社会経済的条
件等の異なる学校へと設定することで，研究が
展開されている。
2010年前後になると 各国で明らかになって
きた成功した校長の特徴等が，国際的な文Jl長の
中でどのように解釈されうるのか，通底する共
通項として認識することができるのか，という
課題のもとに研究が展開されることとなる。こ
れまでの知見を踏まえ，複数回での国際比較研
究が展開され，国を超えた形で成功した校長像
の一般化が指向される。同時に，各国における
実態に郎した成功した校長後の再分析もまた，
継続的に展開され，成功した校長像の精般化と
学校環境の変化や経年に基づく変化に対応する
校長像についての検討が行われている。
研究対象を同一に設定することで継続的な分
析を可能にし，また数百の訪問，調査を通して，
よりきめ細かい分析を実現していると考えられ
る。
②成功した校長研究の到達点と今後の研究謀
題は何か
学校経営実態に照らした分析を行うことで，
各国の成功した校長像の析出に成功し，また，
援数校，かつ多様な学校種を分析対象とするこ
とで当該国における成功した校長像の導出を可
能にしていると考えられる。また，それらを国
際比較の観点から分析することで，当該国にと
どまらないより汎用性の高い研究成果を導くこ
とにも成功していると言える。こうした各国の
成功した校長像だけでなく 各国に通底する校
長像の記述を行うところに，先行研究の知見と
到達点を確認することができょう。
しかし，層際比較においては，国ごとに教育
制度や教育環境，社会経済的環境も異なり，中
央政府，地方政府の教育に対する在り方を考慮
する必要があることは否めない。より汎用性の
高い成功した校長像を明らかにするためにも，
各国の条件をいかに考慮、し，配慮するか，今後
の検討課題の 1つとして挙げられると言える。
例えば，すでに先行研究の一部で実践されてい
るが，イギリス(イングランド)，アメリカ，オ
ーストラリアのように，政府の在り方や教育環
境が比較的類似している国において，共通項、を
検討し，それらを精鋭化していく手法もあるよ
うに思われる。
③成功した校長研究は，研究の内容の観点か
ら見て，どのような特徴と傾向を持っか
成功した校長にみられる特徴等について， ，向
かうべき方向性J，柔軟性J，コミュニケーショ
ン能力j等が挙げ、られ，比較的抽象的な概念が
多く記述される傾向があると考えられる。また，
そうした概念を導く過程においては，調査者に
よる解釈が入るため 後述の「研究の方法」と
も関連するが，研究方法の確立が重要になると
。??? ? ?
④成功した校長研究は，研究の方法の観点か
ら見て，どのような特徴と傾向を持っか
本論で分析対象とした研究の多くが，インタ
ビューや事例研究，観察，シャドーイングとい
った質的研究方法を採用している。量的研究方
法はほとんど採用されていないことが指摘でき
る。それは，成功した校長の考えや経営手法を
明らかにするためには，学校経営実態あるいは
地域実態に照らして精微に分析する必要がある
ためであり，各校長の持つ「技jは，極めて
「動的jであるためと考えられる。
一方，研究対象とする学校，校長の設定に!緊
しては，分析の視点によって変更される可ー能性
が看取された。，-校のみ-複数校J，-都市部の
学校一地方の学校J，大規模校一小規模校J，，-周
辺地域が社会経済的に貧しい学校一毘辺地域が
社会経済的に豊かな学校J，成果の上がっている
学校一成果が上がっていない学校j等，多様に
挙げることができる。比較をすることによって
当該校長の力量や特徴が明確になり，また成功
した要因の分析も容易になると言えよう。ある
いは，向じ学校，校長を継続的に，定期的に調
査することにより，当該校の変化や校長による
-7-
手だての成果を確認することもでき，研究の精
級化を図ることができるだけではなく，より実
態に迫った研究成果の析出を可能にすることが
できると考える。
⑤成功しなかった校長の研究はあるか
例えば，マクコウンら (Mccown，C. et al.， 
2000)のように，成功した校長とそうでない校
長 (unsuccessfulprincipal)を比較することで，
成功した校長の特徴を見いだそうとした研究は
あるが，管見の限り，非常に少ないと言える。
上述のように， ISSPPにおいても成果の低い学
校への分析の視点が挙げられているが，それら
の研究成果はまだ十分に蓄積されていないと考
えられる。ただし，成功しなかった校長の研究
を行う場合，有意義な知見を得るために，研究
方法上の見通しを設定しておくことが求められ
るだろう。
3. 日本における研究
(1) 2000年代の動向
1990年代後半以降，地方分権や規制緩和をキ
ーワードとする教育改革が急速に進展した。そ
の契機となったのは， 1998年の中央教育審議会
答申「今後の地方教育行政の在り方についてJ
である。その基調は， I教育行政の分権化jと
f学校運営の自主性・自律性の確立Jであり，
2000年代以降の校長研究の動向に大きな影響を
与えた。すなわち，これ以降の教育改革の中心
は，自律的学校経営を指向したものとなり，校
長は改革を担うキーパーソンとして措定された
のである。
この時期の校長研究をリードしたのが， I学校
管理職の養成システムとプログラム開発に関す
る総合的研究J(2000年度 ~2002年度科学研究
費補助金基盤研究 (B)，研究代表:小島弘道)
である。向研究の成果は，次の3点に集約され
る。第一に， I今日の学校経営改革は，校長は学
校経営を担う高度専門職業人として，それにふ
さわしい専門性と知を必要としてjおり， I大学
院が何らかの形で関与する仕組みを構築し，校
長の資格と養成システムは今後大きく転換すべ
き」こと，第二に， rビジョンや日襟づくりの力
量は校長にあって最も重要で，かつ，最も時間
をかけて形成しなければならない力量」であり，
「人事管理など学校経営の専門的職務にかかわる
力量に対しても組織的に形成すべき」こと，そ
して「これらは行政研-修だけでは十分に育成で
きない力量」で「大学院が関与し，担うことが
不可欠であるjこと，第三に， Ir教育改革先進
国Jでは， r学校の経営者jとしての役割が重視
され，その基盤として教職経験が前提とされて」
おり， I校長の養成や研修に大学・大学技が大き
な役割を演じている姿Jが見出されることであ
る(8)。
そして，以上の知見に基づき， Iこれからの校
長の資格・養成システムの在り方を構想する上
で大学院の役割がきわめて重要であること」を
提言したのであった例。こうした研究成果は，
後に，小島 (2004) としてまとめられ，この時
期の代表的な校長研究として学術的に認知され
ている。
本研究が射程とする「校長の力量j及び「力
量形成過程jに着目すると， 2000年代には，大
学院におけるスクールリーダー・学校管理職の
養成や教職大学院の創設が模索された(小島
2004，大脇 2005) ことと相まって， r学校管理
職に求められる力量」ゃ「大学院で養成すべき
力量jの解明が中心に行われてきた。例えば，
教育経営学を中心とする先行研究としては，元
兼 (2003)，牛渡 (2006)，北神・高橋 (2007)， 
自石 (2009)等が存在する。
白石 (2009)は，早稲田大学教育総合研究所
「大学院における学校管理職養成・研修プログラ
ムの実施・運営方策に関する研究J(2006年度
~2007年度，研究代表:白石裕)の研究成果を
基に刊行されたものであるが，現職の公立小・
中学校長に対する質問紙調査の結果に基づき，
f学校管理職に必要な資質・力量は『学校目標形
成・達成力jr洞察判断力jr協働協調力jr法的
管理力jr家庭地域連携力jr学校管理職倫理j
の6つの要素に整理できるJ(仁木幸男担当部
分:65) と指摘している。また， r校掻や校長
の経験によって必要と考えられている資質・力
量の位置づけが異なることJが提示され(仁木
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幸男担当部分:65)，力量形成の場として，校
長は， Ira頃の教育活動J，r先輩校長からjな
どO]Tや行政研修を，とりわけ実務を通しての
力量形成を高く評価しているJ(p.140)ことが
明らかにされている。
一方，学校の自律性拡大を指向する教育改革
の中で，スクールリーダーの役割・力量に注目
が集まると共に教職大学院の制度化に向けた動
きが進む中， 日本教育経営学会では， 2004年6
月，学会内に「学校管理職教育プログラム開発
特別委員会jを設置した(牛渡 2016)。向委員
会が作成した「スクールリーダー専門職基準」
(案)は，会員を対象としたアンケート等を踏ま
えて検討が重ねられ， 2006年6月に常置委員会
として発足した「実践推進委員会jに引き継が
れていく(牛渡 2016)。そして2009年6月，日
本教育経営学会より「校長の専門職基準 (2009
年版〕ー求められる校長像とその力量jが公表
さ~'lた。
同基準は「①学校の共有ビジョンの形成と具
現化(校長は，学校の教職員，児童生徒，保護
者，地域住民によって共有-支持されるような
学校のビジョンを形成し，その具現化を図る)， 
②教育活動の質を高めるための協力体制と風土
づくり(校長は，学校にとって適切な教科指導
及び生徒指導等を実現するためのカリキュラム
開発を提唱・促進し，教職員が協力してそれを
実施する体制づくりと風土醸成を行う)，③教職
員の職能開発を支える協力体制と風土づくり
(校長は，すべての教職員が協力しながら自らの
教育実践を省察し，職能成長を続けることを支
援するための体制づくりと風土醸成を行う)，④ 
諸資源の効果的な活用(校長は，効果的で安全
な学習環境を確保するために，学校組織の特徴
を踏まえた上で，学校内外の人的・物的・財政
的・情報的な資源を効果的・効率的に活用し運
用する)，①家庭・地域社会との協働・連携(校
長は，家庭や地域社会の様々な関係者が抱く多
様な関心やニーズを理解し それらに町、えなが
ら協働・連携することを推進する)，①倫理規範
とリーダーシップ(校長は，学校の最高責任者
として職業倫理の模範を示すとともに，教育の
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豊かな経験に裏付けられた高い見識をもってリ
ーダーシップを発揮する)，⑦学校をとりまく社
会的・文化的要因の理解(校長は，学校教育と
社会とが相互に影響し合う存在であることを理
解し，広い視野のもとで公教育および学校を取
り巻く社会的・文化的要因を把握するけという
7つの基準で作成されている川。
この基準について，当時の堀内孜会長は， I校
長が学校の組織経営を責任をもって担うことは，
その専門性，倫理'性において社会的に承認され
た基準や規範に則った行動を遂行することであ
る。この基準，規範が専門職基準であり，それ
は広く社会に認知され，承認されるものでなけ
ればならない」と述べると共に， I本学会はあく
まで f学会としてJ，その専門的観点カか〉らの一石
をt投支ずず、るf役支割を担いうるのみであるJとして，
その限界にも自覚的に言及している(川I日川lリ)
U以、上のように， 20∞OO年イ代tの校長研究は， I教
育行政の分権化」と「学校運営の自主性・自律
性の確立jを基調とする教育改革の影響下で蓄
穫されてきたと言える。コミュニテイ・スクー
ル (2004年)と副校長，主幹教諭，指導教諭
(2007年)の制度化，及び文部科学省マネジメ
ント研修カリキュラム等開発会議による管理職
対象の学校組織マネジメント研修のモデルカリ
キュラムの開発 (2004年)という動きが相まっ
て，自律的学校経営をリードする f校長jの役
割と力量が注目されたO そして，校長をいかに
して高度な専門職として位置づけるか，専門職
として保持されるべき力量はどのようなものか
という点に持f究関心が向けられていったのであ
る。こうした関心は，海外の動向を踏まえて従
来から国内の研究者の間に存在していたが，こ
の時期に日本教育経営学会と関連した活動とし
て表面化し， 2010年代を自前に，学会レベルで
は初めての試み(日本教育経営学会実践推進
委員会2015: 1) となる「校長の専門職基準
(2009年版〕ー求められる校長像とその力
の策定という形で結実したと整理できるであろ
つ。
(2) 2010年代の動向
2010年代に入ると， I校長の専門職基準 (2009
年版)-求められる校長像とその力量jを受け
て，専門職基準の動向を踏まえた学校管理職養
成の方法等に関わる研究が本格化したO 日本教
育経営学会が，専門職基準の普及と応用を図る
ため，二期にわたる実践推進委員会を中心に二
度の科学研究費補助金を獲得し，大規模な共同
研究を展開したのはその代表例と言える。
一度目の共向研究は， I専門職基準に基づく校
長の養成・採用・研修プログラムの開発に関す
る実証的研究J(平成22年度~平成24年度科学
研究費補助金基盤研究(B)研究成果中間報告書，
研究代表:牛渡淳)である。 中間報告として，
2012年3月に f専門職基準に基づく校長の養
成・採用-研修プログラムの開発に関する実証
的研究(その 1) j(平成22年度~平成24年度科
学研究費補助金基盤研究(B)研究成果中間報告
書，研究代表:牛渡淳)が，研究成果報告とし
て，翌2013年3月に『専門職基準に基づく校長
の養成・採用・研修プログラムの開発に関する
実証的研究(その2) j(平成22年度~平成24年
度科学研究費補助金基盤研究 (B)研究成果報
告書，研究代表:牛渡淳)が公にされている口
まず中間報告書では， 3年の研究期間のうち，
最初の2年間 (2010年 .2011年)に実施した調
査研究がまとめられた。そこでは，①全国の学
校管理職の養成・研修プログラムの実態及び校
長の専門職基準との対応関係に関する調査が，
質問紙調査及び15の都道府県・政令市を抽出し
た訪問調査(ヒアリング調査)により実施され
ている。そして，②諸外国における学校管理職
の養成-研修の改革動向と校長の専門職基準に
関する調査，①校長の専門職基準に対応した具
体的な養成・研修プログラムの収集・発掘と教
材開発の結果がまとめられたD また，中間報告
書の別冊として出された H校長の専門職基準j
準拠 ケースメソッド事例集』では，新しい研
修方法の 1つとしてケースメソッドを実施する
ための事例が集録されている。なお，その後，
校長の専門職基準は，構成要素の変更はせずに
文言等の一部修正が行われ， 2012年6月に，
「校長の専門職基準 (2009年版一一部修正)とし
て改めて公にされた。
次に研究成果報告書では，最終年度である
2012年度に実施した調査研究として，①校長の
専門職基準に対応した，教育委員会レベルにお
ける校長の養成・研修プログラム開発に関わる
調査，②校長の専門職基準の活用可能性に関す
る調査，①諸外国の状況，がまとめられている。
例えば，①に関連しては，専門職基準で示され
た各項呂はいずれも高いニーズが認められてい
るにもかかわらず，その力量を高めていく環境
は総じて十分なものとは言えないこと， しかし
ながら，決して十分とは言えないものの，管理
職に必要な力量を高める手立ては現在の職場環
境の中にもそれなりに存在していること等を明
らかにしている。
二度目の共向研究は，専門職基準を踏まえて
新たなスクールリーダー教育の可能性を探るこ
とをねらいとして，自本教育経営学会の第田期
実践推進委員会の活動と関連させる形で， 2013 
年度から 3年間にわたって行われた(打校長の
専門職基準Jを踏まえたスクールリーダー教育
の可能性J研究代表:牛渡淳)。その成果の一部
は，日本教育経営学会実践推進委員会2014，日
本教育経営学会実践推進委員会2015として刊行
され， 2016年3月には， rl校長の専門職基準」
を踏まえたスクールリーダー教育の可能性J(平
成25年度~平成27年度科学研究費補助金基盤研
究(B)研究成果報告書，研究代表:牛渡淳)が
最終報告書としてまとめられている。
この最終報告書を加筆・修正して刊行したの
が，牛j度・元兼 (2016)であり，研究成果の理
論的・実証的まとめとして位置付けられた。そ
の内容は，三部構成となっている。「第 I部:専
門職としての校長職の検討jでは，呂本教育経
営学会による校長の専門職基準の制定経緯とそ
の後について，校長職の変遷，英米における校
長職制度の展開がまとめられている。続く「第
五部:スクールリーダーの力量開発」では，教
職大学院，教育センター，大学公開講座，校長
会のそれぞれに期待される「力量形成jが述べ
られ， I第E部:校長の力量形成環境の整備jで
は，校長の昇進管理と人事計画，女性登用施策，
民間人校長登用施策，校長によるミドルリーダ
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ーの力量形成，教育委員会と学会との連携等が
まとめられている。
このほか，学校経営やその組織マネジメント
に活かすため，これからのスクールリーダーに
求められる資質・力量やスキルを網羅的に挙げ
た元兼 (2010)や， r教育行政の費用効果分析
の可能性及び「校長の専門職基準jの再検討j
(平成23年度~平成25年度科学研究費補助金基
盤研究(C)I学校管理職養成の 1-費用対効果J研
究一韓国校長資格研修をてがかりに(研究代
表:元兼正浩)研究成果中間報告書， 2013年)
も，専門職基準の動向を踏まえたものと言える。
また， r今後求められる教員・管理職像，さら
に教育委員会等と協力しつつ彼らの成長を支援
する大学教員像を明確化し，彼らを育てる適切
な育成プログラムの開発研究を行うことによっ
て教員養成等の改善を図る上での基礎的資料を
得る」ことをねらいとした，国立教育政策研究
所 (2014)(叫においても，専門職基準の動向を
踏まえつつ，学校管理職育成における大学院活
用の現実的な可能性について研究が行われてい
る。そこでは，都道府県・指定都市教育委員会
に対する調査の結果，学校管理職として「特に
重視する資質・能力」が10年ほど前と比較して
「変化しているjと回答した自治体が約半数に上
り，変化の内容としては①危機管理，⑦地域連
携，③マネジメント，④人材育成が重視される
ようになったこと等が明らかにされた。望まし
い校長の力量を経年的に捉える視点は興味深い。
研究手法に着自すると，既存の校長研究では，
事例研究は充分に行われてこなかったと言えよ
う。教育経営学(校長研究)において，数量的
研究と事例研究の補完は，研究戦i略的に明確に
は意識されてこなかったとも考えられるだろう。
ここで，校長研究という枠を越えて，学校の
事例研究にも言及しておきたい。教育経営学で
は，浜田 (2012)の図書がある。これは事例研
究を通じて，教師のエンパワメントとリーダー
シップについて論じたものである。同書は，学
術研究の成果を一般読者に伝える手法をとって
いる。教育方法学では，佐藤 (2006)が子ども
を主体とした授業デザインを展開した学校の事
例について論じている。教育社会学では，志水
(2008， 2009)等が，力のある学校(全児童生
徒をユンパワーする学校)の事例研究を進めて
いる。だが，これらは，いわゆる校長研究とは
関心や方法が異なるものである。 ISSPPの「成
功した校長」研究とは異なるアプローチの事例
研究と言える。
なお，学校管理職経験者が執筆したいわゆる
実務書の中には， 60名以上の校長経験者が「校
長としての人関力J，-学校経営力Jr教育課程経
営力j等の観点から自身の実践を記録した寺IJ奇
(2006) ，校長の語りに焦点を当てた関根 (2014)， 
具体的場面に応じた校長の対応術を示した永
松-坂田 (2011)が存在する。なかでも関根
(2014)は， r新任校長として荒れた学校で体験
したことJr他校の校長の実践から学んだことJ
「所属教職員のみた校長Jr校長の教育哲学…思
索の基盤が感じられたエピソード」について，
自身あるいは他人の語りを基にまとめており，
本研究の研究手法とも少なからず親和牲を有す
ると考えられる。しかしながら，いずれも実務
書の域を出ておらず 学術的研究とは言い難い。
以上， 2010年代の校長研究の動向を概観して
きた。その結果， 2010年代の研究動向は， 2000 
年代に高い関心が寄せられた「専門職としての
校長に求められる力量をどのように基準化する
かJという研究課題を踏まえ， r専門職基準に示
された力量を備えた校長をどのように養成する
かJに力点を置いた研究が展開されてきたと整
理することができるであろう。
(3) まとめ一研究設問に関する考察一
以上の2000年代から2010年代にわたる自本の
校長石庁究のレビューを踏まえ，研究設問に対ーす
る考察を行っていくこととしたい。
①日本における成功した校長研究は， 2000年代
と2010年代に，どのように展開してきたのか
2000年代における校長の力量研究は， r教育
行政の分権化」と「学校運営の自主性・自律性
の確立jを基調とする教育改革の影響を受けて，
自律的学校経営を担う校長をいかにして高度な
専門職として位置付けるか，また，専門職とし
て保持されるべき力量の内実はいかなるものか
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に高い関心が寄せられていた。この潮流は，日
本教育経営学会の活動と関連して大規模な共同
研究へと発展し， 2010年代を目前にして， i校
長の専門職基準 (2009年版J-求められる校長
像とその力量Jの策定という形で一応の結実を
見たと整理できる。
これに対し， 2010年代に入ると，専門職基準
に示された力量を踏まえ，この力量を備えた校
長をどのように養成するか，という点へと研究
関心がシフトしていく。専門職基準の妥当性を
引き続き検討しつつ，力量開発及び力量形成の
場として，教職大学院等の大学院，教育センタ
ー，校長会等の機能に着目した研究が積極的に
展開されるようになった。
②日本の校長研究の到達点と今後の研究課題
は何か
日本教育経営学会が策定した[校長の専門職
基準Jの存在は， i校長の力量研究jの分野にお
いて特筆すべき成果と言える。その内容は，①
学校の共有ビジョンの形成と具現化，②教育活
動の質を高めるための協力体制と風土づくり，
①教職員の職能開発を支える協力体制と風土づ
くり，④諸資源の効果的な活用，①家庭・地域
社会との協働・連携，⑤倫理規範とリーダーシ
ップ，⑦学校をとりまく社会的・文化的要因の
理解であり，校長像は，この 7つの基準によっ
て構成されるという知見が示された。これは，
2010年前後の到達点である。また，こうした力
量を形成する場としては，多様な選択肢が存在
するが，なかでも「大学院Jを活用することが
望ましいという提案は，多くの研究に共通して
見られた知見であった。
日本の校長の力量研究は，校長の専門職基準
に見られるように，専門職として保持されるべ
き「力量jを網羅するという観点から，広く一
般化志向が克受けられる。無論，スタンダード
を提示する場合には，どのケースでむ該当する
よう，ある程度の一般化はやむを得ない。また，
一般性を保持Lないと議論'できないこともある。
よって，当然のことではあるが，一般化を志向
した研究にも意義がある。
だが，他方でそれだけでは，抽象度の増した
ものとなる。特徴的なケース，個別事例の有す
るダイナミズムは，今後の校長研究で，もっと
推進されてもよいだろう。「成功した校長jある
いは他のオリジナルな観点(研究概念)を設定
し，校長研究を行うことによって，個別事例の
ダイナミズムを過度に捨象することなく力量及
び力量形成過程の内実に迫ることが可能であろ
う。もちろん，学校組織研究として，地域概念
(教師や教師集団，さらには保護者や地域住民の
データ)をベースに探究する方法もある(柏木
2002)。その一方で，校長を車1に， トライアン
ギ、ユレーションを意識し，学校組織・学校経営
研究を行うことによって，はじめて，見えてく
るものもあるのではないだろうか。
③日本の校長研究は，研究内容の観点から見
て，どのような特徴と傾向を持っか
校長の力量研究の全体像を概観するとき，そ
の内容は， i望ましい力量の内実の模索Jと「そ
の力量を形成する場やプログラムの模索Jの2
点におよそ集約できる。
前者に関わっては，校長の専門職基準の策定
等，専門職としての校長の力量に焦点を当てた
研究は蓄積されてきたが，本研究が指向する
「成功jを鍵概念として前面に打ち出し，校長の
力量及び力量形成過程を分析した研究は，管見
の限り存在していなかった。授業改革やエンパ
ワメント，教師集団の視点から「学校jに焦点
を当てた事例研究は存在する(佐藤 2006，志
水 2008，2009，浜田 2012)。だが， i成功」の
観点から校長の力量と行動を探る学術的研究の
存在は認められなかった。
後者についても同じく， i成功jを鍵概念とし
た力量形成過程は明らかにされておらず，着目
されてこなかったと言える。「優れた校長j等の
表現は使用されているものの，何をもって「優
れたjと評価するのか，その概念の理論的蓄積
は不足している。本研究においては， r成功j概
念の理論的検討を行いつつ，校長の成功に貢献
する諸要素を抽出しようとする点に，従来の力
量研究とは異なる特徴を見出すことができる。
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④日本の校長研究は，研究の方法の観点から
克て，どのような特徴と傾向を持っか
研究方法という観点からは，専門職基準の策
定に関わり，スタンダードを提示するための一
般化を志向した計量的手法や，行政サイドのニ
ーズや実態を把接するため，都道府県・指定都
市等の教育委員会等を対象とした量的調査及び
質的調査(開き取り調査等)が見られる。
量的調査と質的調査の組み合わせとしては，
例えば，教育委員会への質問紙調査を行った後，
その中から複数の教育委員会を選択して訪問調
査を行うという形で，量的調査と実的調査を併
用した研究(牛渡科研費中間報告書 2012)等
が存在する。しかしながら それぞれの調査が
章あるいはカテゴリーごとに完結しており，そ
れらの内容が有機的に組み合わされていないと
考えられる。
i成功するにはJI失敗しないためにはjとい
う校長としての「心得」とでも言うべき事項を
羅列した実務書は存在するが，学術的研究とし
ての成果は乏しい状況にあると言えよう。
①成功しなかった校長の研究はあるか
「成功jを鍵概念とする校長研究が行われてい
ないため，成功しなかった校長を対象とした研
究の存在も，管見の限りでは，認められなかっ
た。
4.結論
(1)海外と自本の研究動向の比較考察と今後の
研究への示唆
海外における成功した校長研究は， ISSPPと
いう研究組織を中心に活発に行われてきた。そ
の研究方法は，事例研究と質的研究を基盤とし
ている。さらに，国際比較研究や，同一事例の
再調査を通して，経年比較研究も行われている。
筆者の一人は，前述のように， ISSPPの主要メ
ンノtー であるガー (Gurr，D.) とドライスデー
ル (Drysdale，L.)に面会したところ， IISSPP 
には標準的な研究方法があり，校長を軸としつ
つも，校長以外の教員，保護者，生徒にも聞き
取りを行っているJ と言われた。「これはト
ライアンギュレーションにもとづく手法で
ある。」との説明を受けた。実際に彼らの研究
においても，その方法がとられている (Moos，
L.， Johansson， O. and Day， C.， 2011 : p. 18， pp. 
140-141)。
海外では，国際比較の結果，持続可能なリー
ダーシップによる自己更新学校 (Self-renewing 
schooOが提案されている。これは，分散リー
ダーシップ，生徒の学習成果への焦点化，リー
ダーのレジリエンス，民主的価値に基づく機動
性の余地の確保，変革型・教授中心リーダーシ
ップ，人々へのコミットメント，コミュニテイ
の形成によって構成されるものであり，民主的
な教育を行うための学校の実現を期するもので
あると論じられている (Moos，L.， Johansson， 
O. and Day， C.， 2011 : pp. 225-230)。これらは
非常に重要な知見である。 民主的な教育という
本質的な議論も視野に入れて，人々を尊重した
学校経営論が展開されている点は注目に値する。
だが，一方で，抽象度が高く，折角の事例研
究のメリットが活かされていないようにも見受
けられる。これは，国際比較を一律横断的に行
ったことの結果である。例えば，イギリス，オ
ーストラリア，ニュージーランドは比較的類似
の文化と社会制度を持っている荷もある。類似
の国をグルーピングすることによって，中間レ
ベル(中範囲)の分析と理論化，換言すれば，
限定付一般化の方途が開ける。そうすれば，マ
クロ，メゾ， ミクロといった各次元の傾向や特
徴が明らかになる。社会と文化の影響も考察で
きるだろう。さらに そのような研究上の手続
きを踏めば，各次元を包括することによって新
たに見えてくるものや再確認できるものがある
のではないだろうか。例えば，教育経営の(ま
たは教育経営に特徴的な)グローパリズムとロ
ーカリズム，エスニシティ，組織論，歴史性と
いった観点ーその構造と社会的多元性をめぐる
諸問題ーが想定される。
これに対して，呂本における校長研究は，
2000年代には専門職として望ましい力量の内実
が研究されてきた。 2009年に日本教育経営学会
が策定した校長の専門職基準 (2012年一部修正)
は，その成果と言える。そこでは， I学校の共有
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ピジョンの形成と具現化，教育活動の質を高め
るための協力体制と風土づくり，教職員の職能
開発を支える協力体制と風土づくり，諸資源の
効果的な活用，家庭・地域社会との協働・連携，
倫理規範とリーダーシップ，学校をとりまく社
会的・文化的要因の理解J(日本教育経営学会実
践推進委員会 2015: 226-227)が掲げられた。
これは2010年前後の到達点と言えよう。
2010年代には，このような校長の専門的力量
をどのようなプログラムで養成していくかが論
究された。そして，教職大学践の活用や教員研
修センターの在り方が関われた。しかし，成功
した校長に焦点化した研究は見られない。まし
てや，研究の専門分化や実務志向が進む中， Iマ
クロ，メゾ，ミクロの各次元を包括した議論j
や「“民主的な教育を実現するための学校経営"
といった教育経営原理の再構築に資する議論J
はあまり見られない。
この要因として，日本における校長研究がま
だ発展途上であることを指摘できる。 2000年代
に，小島 (2004)が主導する研究により，いわ
ば「学校の自主性・自律性J時代の校長研究は
離陸したD その後，小島の研究は，牛渡 e 元兼
(2016)等に引き継がれた。よって，研究それ
自体は継続・展開している。そのこと自体は意
義があるが，日本の校長研究は，新たな知の創
造に向けてイノベーションが図られているのだ
ろうか。 f成功した校長」研究のような鍵概念設
定型の挑戦研究，言いかえれば，応用研究の領
域には進んで、いないのではないか。このことは，
海外における成功した校長研究と比較すること
によって，一層明らかになる。本論のように，
海外と日本を比較することなしには，日本の校
長研究の発展段階や特徴を相対的に捉えるこ之
はできなかったであろう。以上の考察をふまえ
て，今後は， I成功した校長jのような研究概念
を設定し，事例研究を進めていぐことが必要で
あると指摘できる。別の研究概念の創造があっ
てもよい。そのことが，教育経蛍研究のブレー
クスルーの第一歩となるだろう。
また，日本も，海外のように，応用研究に踏
み込むならば，今後は事例研究を進めることが
必要である。数量的研究も重要であるが，事例
研究においては，質的研究も重要である。質的
研究を行う場合，海外の成功した校長研究では，
前述のように，データのトライアンギュレーシ
ョンが意識され，校長，教員，保護者，生徒へ
の開き取りが行われている。日本でも，近い将
来，このような研究方法は必要である。ただ，
一足飛びに ISSPPの国際水準に合わせるより
も，最初は校長に焦点を当てて研究を進めて，
段階を追って研究を進展させることが必要であ
る。
成功した校長研究は呂本には存在しないので，
当然，成功しなかった校長の研究も日本では存
在しない。メルボルン大学のガー (Gurr，D.) 
とドライスデール (Drysdale，L.)は， I成功し
た校長研究の一環として， 2000年代に，一度，
成功しなかった校長，失敗校長の研究を行った。J
と筆者に語っていた。しかし， I失敗した校長か
ら学べることは無く，お勧めはしない。Jとのこ
とであった。そして， I最初の事例研究では，研
究者が経験を積む段階なので，成功しなかった
校長の研究を行うことは特に避けた方が良い。」
と助言された。なぜ失敗したかを明らかにする
ことは意味があるかもしれないが，事例研究の
許可を得ることも含めて，成功しなかった学校
の研究は難しいかもしれない。少なくとも，学
術的な知見が得られる方法的な見通しを，注意
深く立てておく必要がある。
(2)本論の成果と今後の研究課題
本論で海外と日本の研究動向を比較Lたとこ
ろ， I成功した校長jの研究が，海外ではかなり
進展していることが明らかになったo 海外にお
ける「成功した校長J研究の動向は，これまで
日本でまったく報告されてこなかったため，本
研究が示した研究動向は学術的に意義がある。
研究のグローパル化が推進されている今日，教
育経営研究者にとって，特に重要な知見と言え
る'0
同時~.:，本論では日本の先符研究も検討した。
その結果，自本では「成功した校長Jの概念を
使用 Lた研究が存在しないことも明らかになっ
た。筆者の共同研究 1成功した秘長Jの国際比
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較研究ーオーストラリア・ニュージーランド・
日本を対象に一」の研究のオリジナリティは論
証されたと言えよう。さらに，日本の校長研究
が，一般化志向が強く，鍵概念設定型の挑戦研
究の領域に進んでいないことも明らかになっt:.o
これまでの日本の校長研究に対比した時，数量
研究や一般化志向も重要であることは言うまで
もないが，同時に，事例研究，質的研究も今後
は必要であると考えられる。つまり，本論の分
析を通して，I成功した校長」を鍵概念とした事
例研究を行う意義を確認できたのである。
今後は，以上の文献研究を踏まえて，学校を
訪問し， I成功した校長jに関する調査を行う所
存である。事例研究の報告は次の機会に行いた
いと思う。
注
( 1) ERICウェブページ (https:/ / eric.ed.gov /)。
( 2) 2016年10月25日現在の検索結果である。既述
の通!~ ，本論では， ISSPPが2001年から開始さ
れたことを踏まえ， 2000年代以降の研究動向を
分析対象として設定しており， 1，370件は2000年
J;)、降の論考等の検索結果である (2000年代:684 
件， 2010年以降:686件)0 その内訳は，以下の
通りである。 2000年:67件， 2001年:51件，
2002年:44件， 2003年:37件， 2004年:52件，
2005年:75件， 2006:9三:69件， 2007年:82件，
2008年:80件， 2009年:127件， 2010年:130件，
2011年:135件， 2012年:162件， 2013年:122 
件， 2014年:61件， 2015年:49件， 2016年:27 
件。
(3) ISSPPは，校長，教頭，教職員，保護者や児
童生徒，等の様々な観点からのリーダーシップ
の在り方を研究した研究が契機となっている
(Day， C.， Harris， A.， Hadfield， M. and Tolley， H.， 
Leading schools in Times of Change， 2000， Open 
University Press.)。
(4) 8か国は，オーストラリア，カナダ，中国，
デンマーク，イングランド，ノルウェー，スウ
ェーデン，アメリカである。
(5) 8か国に加え，オーストリア，ブラジル，チ
1) ，キフ。ロス，フィンランド，ギ、 1)シャ，アイ
ルランド，イスラエル，メキシコ，ニュージー
ランド，ポルトガル，プエルトリコ，シンガポ
ール，南アフリカ，スペイン，スイス， トルコ
の17カ国である。なお， ISSPPの研究の視点等
は次の文献に記載されている。 "ISSPP:Multト
Perspective Research on School Principals"， 
2015. 
( 6) Davis， S.， Darling“Hammond， L.， LaPointe， 
M.， and Meyerson， D.， (2005) School leadershiP 
study: develoPing successful戸rmcψals，a review of 
research， Stanford Educational Leadership 
Institute; Lapointe， M.， Darling-Hammond， L. 
and Meyerson， D.， (2007) Preparing schoolleaders 
for a changing world: case studies of exem戸lary
programs， Stanford Educational Leadership 
Institute; Darling-Hammond， L.， Lapointe， M.， 
Meyerso日， D. and Terry Orr.， M.， (2007) Preparing 
school leaders for a changing world: lessons from 
exemplary leadership developmentρrograms， 
Stanford Educational Leadership Institute. 
( 7 )第三者評価を実施していない国においては，
それに相当する視点から選定をしている。例え
ば，ノルウェーでは，教育省が展開する f灯台
学校(Iighthouseschools) J政策を活用してい
る。
( 8) 1学校管理職の養成システムとプログラム関
発に関する総合的研究J(2000年度~2002年度科
学研究費補助金基盤明究(B)，研究代表:小島弘
道)12002年度研究成果報告書概要Jhttps:// 
kaken.nii.ac.jp/ja/ report/lくAKENHI-PRO]ECT-
12410069/RECORD-12410069kenkyu_seika_ 
hokoku_gaiyojpn/ (2016年10月23日参!部).
(9 )前掲注(8 )。
(10) 日本教育経営学会 HPI校長の専門職基準
(2009年版〕一求められる校長像とその力量j
(2009年 6月6臼)http://jasea.sakura.ne.jp/ 
teigen/teigen_index.html (2016年10月23日参
(11)前掲注 (10)。
(12)国立教育政策研究所の2013年度プロジェクト
研究「教員養成等の改善に関する調査研究J(研
究代表:大杉昭英)の一部として公表された報
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告書である。
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(謝辞〉
本研究は il成功した校長jの国際比較研究ーオ
ーストラリア・ニュージーランド・日本を対象
に-J(平成28年度~30年度科学研究費助成事業
(挑戦的萌芽研究)研究課題番号16K13515) の
成果の 1つである。関係各位に御礼申し上げる。
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Trends， Achievements and Tasks related to Research on“Successful Principals": 
Examination of Previous Research in Japan and Overseas 
Hiroshi SATO 
Nozomu TAKAHASHI 
Tomoyo YAMADA 
The purpose of this research is to shed light on b-ends of previous research regarding“Successful Principals" 
in ]apan and overseas and consider achievements and tasks for future research. This paper examined major 
research such as journal and book pub1ications from the 2000s and 2010s. 
The International Successful School Principalship Project (ISSPP) has led research on“Successful 
Principals" overseas. The ISSPP was originally started by researchers in 8 counb-ies in 200l. Over time， the 
number of countries and participants has increaseo. Methodologies of research of“Successful Principals" aoopt 
a case stuoy ano qualitative research approach. Although the method is flexible， interviews that involve not 
only principals but also teachers ano stuoents are encourageo baseo on the “triangulation method." The ISSPP 
carried out case stuoies in respective countries in the 2000s and an international comparative study was 
conducteo in the 2010s. Studies on unsuccessful principals are extremely rare. 
Research on principals in ]apan useo oi五erentcategories. Leading academics focused on the capabilities of 
principals and attempted to make generalizations on resear・choutcomes. The ]apanese Association for the 
Study of Educational Aoministration oeveloped standards for “Professional Standards for Principals: Desired 
Images and Competencies" in 2009. This is one of the outcomes of the research in ]apan. However， there are very 
few case studies and no research adopting the concept of “Successful Principals." 
Like the ISSPP， case studies of principals adopting the qualitative method is required in ]apan to promote 
innovate research of principaIs and educational management. However， asit is currently not easy to use exactIy 
the same method as the ISSPp， it is important for us to conduct research of“Successful Principals" on a step-by-
step basis. 
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